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議案第83号 

 

北上市債権管理条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、市の債権の管理に関する事務の処理について必要な事項を定め

ることにより、当該事務の一層の適正化を図り、公正かつ健全な行財政運営に資す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 市の債権 金銭の給付を目的とする市の権利（地方自治法（昭和22年法律第67

号。以下「法」という。）第2 4 0条第４項第３号から第８号までに掲げるものを

除く。）をいう。 

(2) 公債権 市の債権のうち、法第2 3 1条の３第１項に規定する分担金、使用料、

加入金、手数料、過料その他の普通地方公共団体の歳入に係るもの及び地方税法

（昭和25年法律第2 2 6号）の規定に基づく徴収金に係るものをいう。 

(3) 私債権 市の債権のうち、公債権以外のものをいう。 

(4) 強制徴収公債権 公債権のうち、地方税法の規定に基づく徴収金に係るもの及

び法令の規定に基づき国税又は地方税の滞納処分の例により処分することができ

るものをいう。 

(5) 非強制徴収債権  強制徴収公債権以外の市の債権をいう。 

（他の法令等との関係） 

第３条 市の債権の管理に関する事務の処理については、法令又は他の条例若しくは

これらに基づく規則（以下「法令等」という。）に特別の定めがある場合を除くほ

か、この条例の定めるところによる。 

（市長の責務） 

第４条 市長（下水道事業管理者の権限を含む。）は、法令等の定めるところにより、

市の債権を適正に管理しなければならない。 

（台帳の整備） 

第５条 市長は、市の債権を適正に管理するため、規則で定める事項を記載した台帳

を整備しなければならない。  

（債務者に関する情報の利用等） 

第６条 市長は、履行期限までに履行されない市の債権がある場合において、当該市

の債権の管理に関する事務を効率的に行うため必要があると認めるときは、当該事

務の遂行に必要な限度で、地方税法第22条の規定に反しない限りにおいて、当該債
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務者に関する規則で定める情報を同一の実施機関（北上市個人情報保護条例（平成

17年北上市条例第15号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。以下この項にお

いて同じ。）内において利用し、他の実施機関に提供し、又は他の実施機関その他

の当該債務者以外の者から収集することができる。ただし、非強制徴収債権の管理

のため債務者以外の者（他の実施機関を除く。以下この項において同じ。）から当

該債務者に関する情報を収集するとき又は当該管理のため利用若しくは収集しよう

とする情報が債務者以外の者から収集した情報であるとき若しくは強制徴収公債権

に係る情報であるときは、当該債務者本人から同意を得なければならない。 

２ 市長は、前項の規定により利用し、又は収集した情報を市の債権の管理に関する

事務以外の事務に利用してはならない。 

３ 市長は、第１項の規定により利用し、又は収集した情報を当該市の債権の管理に

関する事務に利用する場合は、当該債務者及び第三者の権利利益を不当に侵害する

ことのないようにしなければならない。 

（督促） 

第７条 市長は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があるときは、履

行期限後20日以内に督促状を発しなければならない。 

（延滞金） 

第８条 市長は、公債権について、前条の規定による督促をした場合においては、履

行期限の翌日から履行の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセント（履行期限

の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7 . 3パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金を徴収する。 

２ 前項に規定する延滞金の額の計算につき、同項に規定する年当たりの割合は、う

るう年の日を含む期間についても、3 6 5日当たりの割合とする。 

３ 第１項の延滞金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる公債権の額

に1 , 0 0 0円未満の端数があるとき、又は当該公債権の額が2 , 0 0 0円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 延滞金の確定金額に1 0 0円未満の端数があるとき、又はその全額が1 , 0 0 0円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

（延滞金の減免） 

第９条 市長は、第７条の履行期限までに履行しなかった市の債権について、債務者

が次の各号に掲げる事由のいずれかに該当すると認められるときは、前条の延滞金

を減免することができる。 

(1) 債務者が、震災、風水害、火災その他の災害又は盗難により財産の損失を受け

た場合で、納付しなかったことについてやむを得ない事由があると認められると

き。  

(2) 債務者又は債務者と生計を一にする者が、疾病にかかり、負傷し、又は死亡し
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たため、多額の経費を要した場合で、納付しなかったことについてやむを得ない

事由があると認められるとき。 

(3) 債務者が、生活保護法（昭和25年法律第1 4 4号）の規定による保護を受けたと

き又はこれに準ずる状態であると認められるとき。 

(4) 債務者が、失業等により著しく収入が減少した場合で、納付しなかったことに

ついてやむを得ない事由があると認められるとき。 

(5) 債務者が、事業又は業務につき、不振又は倒産により著しく財産の損失を受け

た場合で、納付しなかったことについてやむを得ない事由があると認められると

き。 

(6) その他市長が必要であると認めたとき。 

（遅延損害金） 

第10条 市長は、私債権について、第７条の規定による督促をした場合においては、

履行期限の翌日から履行の日までの期間の日数に応じ、当該私債権の額に当該私債

権の契約に定める割合（契約に定めのない場合は、民法（明治29年法律第89号）第

4 0 4条に規定する法定利率）を乗じて計算した金額に相当する遅延損害金を徴収す

る。 

２ 第８条第２項から第４項まで及び前条の規定は、他に特別の定めがある場合を除

き、遅延損害金について準用する。 

（滞納処分等） 

第11条 市長は、強制徴収公債権の滞納処分並びに徴収猶予、換価の猶予及び滞納処

分の停止については、法令等の定めるところによりこれを行わなければならない。 

（強制執行等） 

第12条 市長は、非強制徴収債権について、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。 

以下「令」という。）第1 7 1条の２から第1 7 1条の４までの規定により、その強制

執行、債権の申出その他その保全及び取立てに関し必要な措置を執らなければなら

ない。 

２ 市長は、非強制徴収債権について、令第1 7 1条の５から第1 7 1条の７までの規定

により、その徴収停止、履行期限の特約等又は当該非強制徴収債権及びその債務の 

履行の遅滞に係る延滞金、遅延損害金その他の徴収金（以下「延滞金等」という。） 

の免除をすることができる。 

３ 市長は、非強制徴収債権について、債権額及びその存在について現に相手方と争

いがないときは、支払督促の申立てにより履行を請求するものとする。 

４ 前項の場合において、民事訴訟法（平成８年法律第1 0 9号）第3 9 5条の規定によ

り支払督促の申立てが訴えの提起とみなされるときは、当該訴えの提起について法

第96条第１項の規定による議会の議決があったものとする。 

５ 市長は、前項の規定により訴えの提起について議会の議決があったものとしたと
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きは、これを議会に報告しなければならない。 

（債権の放棄） 

第13条 市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当するときは、

当該非強制徴収債権及びこれに係る延滞金等を放棄することができる。 

(1) 私債権について、消滅時効に係る時効期間が満了したとき。ただし、債務者が

時効を援用しない特別の事情がある場合を除く。 

(2) 債務者が死亡し、その相続人が限定承認をした場合又は相続人が存在しない場

合において、その相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の債権に

優先して弁済を受ける債権及び本市以外の者の権利の金額の合計額を超えないと

見込まれるとき。 

(3) 破産法（平成16年法律第75号）第2 5 3条第１項、会社更生法（平成14年法律第

1 5 4号）第2 0 4条第１項その他の法令の規定により、債務者が当該債権につきそ

の責任を免れたとき。 

(4) 債務者が生活困窮状態（生活保護法の適用を受け、又はこれに準ずる状態をい

う。）にあり、資力の回復が困難で、かつ、当該非強制徴収債権について弁済す

ることができる見込みがないと認められるとき。 

(5) 前条第２項に規定する徴収停止の措置をとった場合において、相当の期間を経

過した後においても、なお令第1 7 1条の５各号のいずれかに該当し、これを弁済

させることが困難又は不適当と認められるとき。 

(6) 前条第１項に規定する強制執行又は債権の申出等の措置をとったにもかかわら

ず、なお完全に履行されなかった場合において、債務者が無資力又はこれに近い

状態にあり、資力の回復が困難で、弁済の見込みがないと認められるとき。 

(7) 債務者が失踪、所在不明その他これらに準ずる事情にあり、当該非強制徴収債

権について徴収の見込みがないと認められるとき。 

２ 市長は、前項の規定により債権を放棄したときは、これを議会に報告しなければ

ならない。 

（補則） 

第14条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（北上市諸収入金管理条例の廃止） 

２ 北上市諸収入金管理条例（平成18年北上市条例第27号）は、廃止する。 

（北上市諸収入金に対する延滞金徴収条例の廃止） 

３ 北上市諸収入金に対する延滞金徴収条例（平成３年北上市条例第65号）は、廃止

する。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/ex/reiki/reiki_honbun/g202RG00001653.html#e000000084
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（延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間、第８条第１項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合及び年7 . 3

パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準割合（当該

年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示

された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同

じ。）が年7 . 3パーセントの割合に満たない場合にはその年（以下この項において

「延滞金特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセントの割合

にあっては当該延滞金特例基準割合適用年における延滞金特例基準割合に年7 . 3パ

ーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年14.6パーセントの割合を超

える場合には、年14.6パーセントの割合）とし、年7 . 3パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した

割合が年7 . 3パーセントの割合を超える場合には、年7 . 3パーセントの割合）とす

る。 

（延滞金に係る経過措置） 

５ 第８条及び第９条の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以

後に発生する公債権に係る延滞金について適用し、施行日前に発生した公債権に係

る延滞金については、なお従前の例による。 

（遅延損害金に係る経過措置） 

６ 第10条第１項並びに同条第２項において準用する第８条第２項から第４項まで及

び第９条の規定は、施行日以後に発生する私債権に係る遅延損害金について適用す

る。 
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（北上市職員の特殊勤務手当条例の一部改正） 

７ 北上市職員の特殊勤務手当条例（平成３年北上市条例第37号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（税外収入徴収手当） 

第10条 税外収入徴収手当は、北上市諸収入金管理条例（平成

18年北上市条例第27号）第３条第１項に規定する徴収職員及

び市営住宅家賃の徴収に従事する職員が、勤務公署外で徴収

業務に従事したときに支給する。 

（税外収入徴収手当） 

第10条 税外収入徴収手当は、北上市債権管理条例（令和４年

北上市条例第〇号）に規定する強制徴収公債権及び当該強制

徴収公債権に係る延滞金の徴収に従事する職員及び市営住宅

家賃の徴収に従事する職員が、勤務公署外で徴収業務に従事

したときに支給する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（北上市水路条例の一部改正） 

８ 北上市水路条例（平成３年北上市条例第1 5 9号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（督促及び延滞金） 

第７条 占用料の督促及び延滞金については、北上市諸収入金

に対する延滞金徴収条例（平成３年北上市条例第65号）の定

めるところによる。この場合において、同条例第３条及び附

則第２項中「年14.6パーセント」とあるのは「年14.5パーセ

ント」と、「年7 . 3パーセント」とあるのは「年7.25パーセ

ント」と読み替えるものとする。  

（督促及び延滞金） 

第７条 占用料の督促及び延滞金については、北上市債権管理

条例（令和４年北上市条例第〇号）の定めるところによる。

この場合において、同条例第８条及び附則第４項中「年14.6

パーセント」とあるのは「年14.5パーセント」と、「年7 . 3

パーセント」とあるのは「年7.25パーセント」と読み替える

ものとする。  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（北上市公共下水道事業受益者負担条例の一部改正） 

９ 北上市公共下水道事業受益者負担条例（平成９年北上市条例第20号）の一部を次のように改正する。 
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改正前 改正後 

（延滞金） 

第13条 [略] 

２ 前項の延滞金の徴収については、北上市諸収入金に対する

延滞金徴収条例（平成３年北上市条例第65号）の例による。

この場合において、同条例第３条及び附則第２項中「年14.6

パーセント」とあるのは「年14.5パーセント」と、「年7 . 3

パーセント」とあるのは「年7.25パーセント」と読み替える

ものとする。 

（延滞金） 

第13条 [略] 

２ 前項の延滞金の徴収については、北上市債権管理条例（令

和４年北上市条例第〇号）の例による。この場合において、

同条例第８条及び附則第４項中「年14.6パーセント」とある

のは「年14.5パーセント」と、「年7 . 3パーセント」とある

のは「年7.25パーセント」と読み替えるものとする。 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（北上市介護保険条例の一部改正） 

10 北上市介護保険条例（平成12年北上市条例第31号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（延滞金） 

第７条 保険料の延滞金の徴収については、北上市諸収入金に

対する延滞金徴収条例（平成３年北上市条例第65号）の定め

るところによる。  

（延滞金） 

第７条 保険料の延滞金の徴収については、北上市債権管理条

例（令和４年北上市条例第〇号）の定めるところによる。  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（北上市後期高齢者医療条例の一部改正） 

11 北上市後期高齢者医療条例（平成20年北上市条例第12号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（延滞金） 

第５条 保険料の延滞金の徴収については、北上市諸収入金に

（延滞金） 

第５条 保険料の延滞金の徴収については、北上市債権管理条
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対する延滞金徴収条例（平成３年北上市条例第65号）の定め

るところによる。  

例（令和４年北上市条例第〇号）の定めるところによる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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令和４年３月３日提出 

北上市長 髙 橋 敏 彦       

 

 提案理由 

市の債権について、管理の一層の適正化を図ろうとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 


